外国人登録制度廃止に伴う住民基本台帳法と
入国管理法の改正に対する自治労の考え方
Ⅰ　はじめに
政府は、外国人登録制度を廃止し、外国人（3ヶ月を超える中長期在留者と特別永住者）も住民基本台帳に加え、住民票を作成できるよう住民基本台帳法改正法案と、外国人の管理強化のために入国管理法改正法案を3月に提出しました。
4月中旬以降、入国管理法改正法案は衆議院法務委員会で、住民基本台帳法改正法案は衆議院総務委員会で審議が始まりました。
民主党は関係団体の意見を反映させた修正案を提出していますが、政府は当事者の声を聞こうとせず、十分な審議をしないままこの法案を通そうとしています。
自治労は、外国人登録により行政サービスを提供している自治体現場の状況を踏まえ、国会対策に取り組むため、以下のように改正法案に対する考え方をまとめました。
Ⅱ　自治労の考え方
１、外国人も住民基本台帳に登録し、日本人と同様の住民票が作成でき、適切な行政サービスが得られることは、前進であると考える
２、しかし入国管理法改正案は、在留カードの携帯義務と罰則規定を設けているなど外国人に対する管理強化をはかっている点や、対象者以外の外国人に不利益・差別的な処遇を強いることが危惧される
３、また、入管法改正案よる届出義務などは、自治事務である地方自治体の住民票に係る事務に影響を及ぼすこととなるが、これは地方分権の流れに逆行するものである

４、したがって、関係団体の意見を反映させ、外国人の人権を守り、市町村がこれまで行っていた行政サービスを低下させないよう修正させるべきである
Ⅲ　具体的な問題点について

１、住民基本台帳法改正法案について
（1） 現在、各自治体が行っている外国人登録制度は、在留が適法か否かを問わず行
われており、自治体が行う福祉、教育等各般の行政実施の対象となるほか、登録されることにより、預金口座開設、携帯電話購入等が可能となっています。
（２）入管法の改正によって、在留カードが発行されない人は住民基本台帳登録ができなくなり、行政サービスが受けられなくなるほか、預金口座開設、携帯電話購入も不可能となり、生活に重大な影響を及ぼすこととなります。
（３）したがって、入管法の改正に伴ってこうした事態となる場合、地方自治体の窓口においては大きな混乱が生じることとなり、当該自治体に生活しているという事実との間に大幅な乖離が生じ、社会不安さえも懸念されることとなります。
（４）転入・転出の届出、記載事項の修正・削除について法務省への通知義務が生じることとなる一方、法務省から市長村へ在留資格・期間の変更等についての通知が行われ、住民基本台帳への修正、削除をしなければならないこととなります。
（５）住民基本台帳制度は自治体の自治事務であるにも関わらず、法務省の在留管理のもとに規制されることとなり、地方分権に逆行するものといわざるを得ません。

２、外国人登録制度廃止と入国管理法改正案の問題について
（１）携帯の強制･罰則規定について

新たな制度では、在留カード・特別永住者証明書の常時携帯の強制、違反した場合の罰則と過料の規定を設けているが、これはむしろ現行制度より強化されることとなっており、人権・人道上の立場からも問題であることから、違反した場合の罰則規定は削除すべきである。
（２）在留資格の取り消し規定に関して
	①　配偶者の身分を有する者としての活動を継続して3月以上行わないで在留すること
②　上陸許可から90日以内に、住居地の届出をしないこと
③　住居地移転の日から90日以内に、新住居地の届出をしないこと
④　虚偽の住居地を届け出たこと


　　　であるが、

①については、これまで単身赴任や不和による別居も、「配偶者の身分を有する者
としての活動を行わない」状態とみなされてきており、ＤＶ被害を受けて身を隠している等、理由がある場合も想定される、
②、③については、うっかり忘れ、病気等で届け出が遅れた等がありうること

④については、記載間違いなどの理由がある場合も想定される
資格取消は実生活が脅かされるだけでなく、国外退去につながる重大な問題であり、人権上問題があることから、この4つの規定及び罰則規定についても削除すべきである。
（３）「みなし再入国許可」の規定について

国交のない北朝鮮などへの渡航は、事実上再入国が不可能になり、特別永住者としての権利も失われてしまうこととなるが、現在は不幸な関係にあるとはいえ朝鮮半島との歴史に鑑み、特別永住者としての生活の権利を奪うことは認められない。
（４）今回の改正案は、外国人の在留管理を強化することを目的としており、多文化交流の促進、日本を訪れる外国人の安心・安全を保障し、日本との友好意識を高めるという視点が置き去りにされている内容となっており、外国人が日本人と同様に地域住民として生活できる内容になるように改めるべきである。
　　　また、地域に根ざして生活している外国人には参政権が付与されておらず、今回の法改正問題とともに、様々な団体等からの意見が出されている。

政府は、こうした団体や当事者からの意見を聞き、今回の法改正にあたっては慎重を期すべきである。
